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学校統廃合と小規模特認校制度に関する一考察
真木吉雄
(山形式学大学院教育実践研究科)
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1 はじめに
我が国の人口が械少するのに伴い，全国で公立
学校の統廃合の進行が著しい。本稿では，はじめ
に，全国並びに山形県における小学校の統廃合の
状況を分析し，小学校の統廃合が地域に与える影
響について考察する。次いで，小規摸特認校制度
の導入によって学校を存続させようとする事例を
取り上げ，小学校の存廃が地域の将来に与える影
響並びに地域に対して小学校が担う役割について
再考することを目的とする。
2 学校統廃合の現状
(1)都道府県別児童数・学校数の推移
昭和 46~49(1971-1974)年の第 2 次ベビープー
ム以降，我が国の出生数は，長期間にわたり減少
を続けている。内閣府の平成26年版高官紳士会白書
によれば、「我が国の総人口は，長期の人口減少過
程に入っており，平成38(2026)年に人口1億2，000
万人を下回った後も減少を続け， ω(2048)年には
1億人を割って 9，913万人となり， 72(2060)年に
は8，674万人になると推計されている。」として，
将来的にも長期にわたって減少することを予測し
ている。さらに，同白書では，学齢児童を含む年
少人口についても， r出生数は減少を続け，平成
72(2060)年には， 48万人になると推計されている。
この減少により，年少人口 (0~14 歳)は 58(2046)
年に 1，0∞万人を割り， 72(2060)年には791万人
と，現在の半分以下になると推計している。」と指
摘し小学校児童の数が将来共に減少するとして
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いる。
文部科学省が毎年実施している学校基本調査の
結果を基に，平成17(2005)年度を基準値1として，
26 (2014)年度(以下元号で表記， i平成」並びに西暦
年号省略)までの10年間の児童数の推移を都道府
県ごとにまとめた(図1)0 12都府県では，増加傾
向も見られたが， 26年度仕すべての都道府県で減
少した。 17年度に対する 26年度の比率(α)が全
国平均で0.901であるのに対し，青森，福島，秋
岡，山梨，和歌山の5県では， 0.7くαく0.8となり，
特に減少が大きいことが分かる。
小学校数についても，同様に 17年度を基準値1
としての都道府県別の経年変化を示した(図2)。
この場合の小学校数とは，本校数と分校数の総計
である。滋賀と沖縄の2県のみが途中増加してい
るがJ 26年度はすべての都道府県において減少し
ていることが分かる。特に，秋田，山形，鳥取，
青森，岩手，高知，島根， ~t講道の8道県はJ 0.7< 
α<0.8で減少率が大きい。本校だけでは，秋田
(0.763) ，岩手(0.776)，青森(0.778)，高知(0.779)， 
山形(0.785)，相騨(0.798)の6道県で特に減少
率が高くなっている。児童数及び学校数のいずれ
も，過去10年間では，東北や北海道等地方におい
て減少傾向が激しいのに対し，首都圏等大都市で
の減少が小さくなっており，相変わらず一極集中
が解消されず地方の人口減少が進行している状況
にあることが分かる。
(2)学校規模と教育効果
学校数の減沙は，多くは学校統廃合によっても
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図1.都道府県別児童数経年変化
佃17-26文科省学校基本調査を基に作劇
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図2 都道府県別学校数(本・分紛経年変化
佃17-26文科省学校基本調査を基に作成)
たらされる。統廃合は，地区民の要望で行われる
こともあるが，多くは学校教育の効率化を進めよ
うとする地方自治体(行船側の意向による場合が
多い。行政が学校再編を進める場合に，しばしば
「学校の適正規模lという言葉が使われる。学校
の適正規摸については，二つの法令に示されてい
る。一つは，昭和33(1958)年に施行された義務教
育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施
行令第4条で，適正な学校の規模として「おおむ
ね十二学級から十八学級までJとしている。もう
一つが，昭和22(1947)年に施行された学校教育法
樹T規則で，第41条には1学校当たりの標準規模
の学級数を「十二学級以上十八学級以下を標準と
する」となっている。「適正な」という文言が使わ
れているのは，前者の法令のみである。この法令
は，あくまで学校統合を進めるに当たって国が補
助金を出すための基準を示したものであり，教育
的効果については考慮されたものではない。
学校規旗と教育効果の関連について，安田(2009)
は，客観的，一般的な傾向を見出すことは難しい
と指摘している。さらに，学力に絞ってみた場合，
19・20年度実施の全国学力・学習状況調査の結果
を見る限りでは，学校規撲と学力の相関は明らか
ではないと追記する。中央教育審議会初等・中等教
育分科会第66回配付資料川こは， r学校の規模を
考える際には，子どもにとって『生きる力」をは
ぐくむためにはどのような規模が望ましいのかと
いうことを第ーに考えるべきであるJという記載
が見られ，単に知識・理解の観点だけに立脚してい
ないことが分かる。「人間関係に配慮した学級編制
ができる，習熟期リ指導等の多様な指導形態をと
ることができる，教員が教科について組織的な経
営ができるなどの観転も総合して考えると，学校
の標準規摸を12....18学級とすることは，現在にお
いてもおおむね妥当な標準であると考えられるの
ではないか。」として12....18学級の標準規摸の妥
当性に触れているが，教育効果よりも制度論で止
まっている感が否めなし九
(3)山形県公立小学校規摸別学校数の推移
次に，山形県内における公立小学校の1学校当
たりの学級数を，山形県学校名鑑Bをもとに， 17 
年度と 10年後の26年度を比較した(図的。特別
支援学級(特殊学紛については1名でも学級が成
立するため，児童数に対応した学校規模での比較
という観点、から除いている。 17年度の公立小学校
(本校のみ)が339校であるのに対し，26年度は266
校で， 2割強に当たる 73校が廃校となった。
1学校当たりの学級数を比較すると， 17年度で
は38.4'札 26年度では40.7%の学校が， 6学級の
学校であり，山形県では一学年単学級の学校の割
合が突出した状況になっている。規摸別学校数の
比較で見ても， 5学蔽以下の過小規摸校は減少し
たものの，適E規模である 12....18学級は5ポイン
トのみの増加で，全体の 20%弱に止まっている
(図4)。逆に6"-'1学級の小規模校が50%強とな
っており，統廃合が必ずしも適正規摸化になって
いるとは言えない。今後も人口の減少傾向が続く
とともあり，統廃合によっていわゆる適正規模の
学校を作るためには，さらに統廃合を進めなけれ
ばならないというジレンマに陥る縦兄も考慮され
る。山形県内には，統合したとしても，数年後に
は複式学級が生じると予想される小学校が存在す
ることも事実である。
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図3.山形県公立小学校学級数比較 (H17:H26)
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(4)山形県内公立小学校統廃合の状況
山形県内公立小学校の統廃合の状況を托彊する
ために，山形県学校名鑑をもとに.17年度以降10
年間の児童数並びに学校数倒産移を市町村別にグ
ラフに表した。図5は，17年度を基準値1として，
以後 10年間の児童数の経年変化を表している。
図lから，山形県全体では0.831で，全国値0.901
を下回り，統廃合が進んでいることが分かった。
県内の自治体別では，山形市，東根市，大石田町，
鮭川村，三J1町で途中増えた年度もあったが，平
成26年度の比率(α)でみると，東根市以外の全て
市町村が減少している。特に，戸沢村，鮭川村，
小固町，遊佐町の4町では0.6くα<0.7となってお
り，減少が著しい。唯一東根市だけが1.031と微
少ではあるが増加している。山形県の比率を上回
ったのは，東根市キ，三川町キ，山形市へ山辺町*，
寒河江市*，天童市，舟形町，大石田町，米沢市，
河北町，高畠町の 11自治体である(*印は全国値を
上回った自治体)。このように見ると，内陸地方を
中心として都市部で比較的に減少傾向が小さいの
に対し，郡部では減少傾向が大きくなっている。
次に、同様に学校数の推移をグラフに表した(図
的。この場合の学校数とは，本校数と分校数の総
計である。なお，休校は，除いている。東根市で
新たな小学校1校が開校したため，比率が増えて
いる。増減していないのが，山形市はじめ7自治
体である。他の27自治体は，いずれも統廃合が行
われている。とりわけ西川町では8校から 1校へ
と大きく減少したため，県内で最も低くなってい
る。西川町の他，鮭川村，大蔵村，小国町，戸沢
村，舟形町のいずれの自治体でも一つの小学校に
統合されている。以上から， 山形県全体で児童数
7 
減少が進んでいるが，地域間格差も生じているこ
とが分かる。
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図5.山形県市町村別児童数の経年変化
佃17-26山形県学校名鑑を基に作成
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図6.山形県市町村別学技量阪本・分紛の経年変化
(H17-26山形県学校名鑑を基に作成
(5)西川町と朝日町の学校配置の特徴
西川町と朝日町を比較すると，それぞれに地域
と学校の関わり方に特徴が見えてくる。 17年度に
対する 26年度の児童数の比率が，西川町がO.799 
であるのに対して，朝日町ではO.708となってい
る。今後の推移を推計すると， 33年頃に逆転する
ことが予想される(図7)。
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図7.西川町と朝日町の児童数の推移
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類似性のある2つの自治体であるが， 10年間の
小学校数の比率を見ると西川町が1校体制となっ
て0.125であるのに対し，朝日町は3校体制を維
持する立場から 0.600となっており，学校の配置
については異なった立場をとっている。 2町の取
り組みから，小学校統廃合の課題点について触れ
てみたい。
西川町は，県中央部に位置し，27年 1月 1日現
在の人口が約5，900人である。児童生徒数の減少
に伴い、24(2012)年4月に5つの小学校を統合して，
小・中学校がそれぞれl校の体制になった。統合に
当たり，町では町職員配置の充実，町民への開放
など学校図書館の充実，徒歩通学の機会の確保，
小中一貫教育の実践などを実施すべく準備を進め，
開校に至っている。町民が学校に来る機会を学校
図書館の一般開放に位置づけたことや，スクール
パスでのドアツードアによる通学弊害を解消する
ために一部区間を徒掛亘学としたことなど，いず
れも地域と学校の連携を重視した取り組みを事前
に示したことで町民の理解が得られ，統合が実現
したと言える。現在，町内の保育所，小学校，中
学校がいずれも 1校体制となり，教職員の機訓生
などの利点を生かしながら，保小中一貫教育に取
8 
り組んでいる。
朝日町は，西川町の南部に位置し， 26年 1月
30日現在約 7，500人の人口の自治体である。
10(1998)年には小学校本校8校と分校2校，中学
校1校であったのが，統廃合により 26年度時点で
小学校(本校のみ)3校，中学校1校の4校体制に
なっている。 29年度を目途とした朝日町教育振興
計画(2011)には， r本計画は，この小学校3校体制
の教育を基に，これからも地域の特性を生かし，
地域に根ざした朝日町らしい学校教育，生涯学習，
教習子政を推進していきます。」とあり，当面はこ
れ以上の統廃合を行わないことを示している。う
ち1校では複式学級が生じることが予測されてい
るが，小規模化したとしても拠点となる地域には
小学校を配置していく方針が打ち出されている。
2町とも，保護者や地域住民の了解のもと現体
制に移行してきた紐畠が見られるが，現体制にな
ってまだ日が浅く，その成果は対日である。それ
ぞれの町がもっ特質を最大限に生かしながら，教
育委員会の主導のもと，教育効果の高い積極的な
教育経営が求められよう。
3.小規模特認枝制度導入による学校の存続
(1)小規摸特認校制度の歴史
門脇(2005)は，全国で初めて小規模特認校制度
が導入されたのは，昭和田(1977)年の札幌市であ
ると報告している。札幌市が導入に至った根拠と
して， r生徒数が減少して廃校の危識にあった市郊
外の山間部へき地小規模校の存続を願う地域住民
や学校関係者の要望に応えて，併せて自然豊かな
小規模校への通学を希望する市節制尼童生徒鋼)
に応えるため，市教育委員会が校区外通学と小規
模性保持という特別な許可を与えることから始ま
った」ものと説明している。道外最初の特認枝は，
8年に導入された青森県浪岡町の2小学校で，翌
9年には東京都八王子市でも実施されるなど，全
国に広まっていったとしている。 9年1月に文部
科学省が出した， r通学区域制度の弾力的運用につ
いて(通知)Jが，全国的な広がりに拍車をかけた
ともいえよう。
門脇(2∞7)は，小規模特認校を，学校の所在地
域や特色から「村落校型」と「市街地校型J，実施
の契機キ哩由から「統廃合回避型Jr複式回避・適
正規模型Jr学校選択機会拡大型」 等6類型17タ
イプ(型)に分類しているが，それぞれが相互に連
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動して契機ヰ哩由となっているもので，一つの型
だけが独立しているものではない。
また，導入した学校すべてが成果を上げている
ともいえない状況である。このことについて，山
形市を例にとって考えてみる。
山形市は， 14-16年度に第一小と双葉小，山寺
小の3校に導入している。いずれも小規摸校で市
街地成型と村落校型の両方に導入した。
第一小は，山形市の中心市街地にある学校であ
る。 ドーナツ化現象によって学区内の居住人口が
減少し，現在では全学年単学級の小規摸校になっ
た。かつて学区内に居住していた保護者や学区内
に職場があり通勤している保護者などの児童が例
年30名程鹿直学している。山形市教育委員会によ
れば， 27年度は，児童数が増え2学級になる学年
が生じるため利用教室が増えることから，当面の
間新たな募集はしないとのことである。いわば余
裕教室活用型といえる。
山寺小は，市の東北部の中山間地にあり， 26年
度の児童数が52名の小規接校である。昭和62年
に小中併設校となり，小中一貫教育に取り組んで
いる。児童数の推移守地理的状況から統廃合は想
定されていなし、複式回避・適正規摸型の特認校と
いえよう。 26年度の利用者はいなlt'o
双葉小は，市西部の山間部にある過小規模校で
ある。昭和30(1955)年頃には200名弱の児童が
いたが人口減少が進み，児童数8名を最後に 23
年度に廃校になった。特認校制度導入初年度に 1
名を受け入れたが，その後は継続しなかった。完
全複式であったことからこれ以上の減少を防ぐた
めの小規模特認校導入ということで統廃合回避型
といえる。
このように第一小などの継続しているケースと，
そうでないケースの両者がみられる。融撤してい
る学校として，栃木県宇都宮市立城山西小学校や
宮城県塩竃市立荷戸小中学校などがあるが，入学
者がきわめて少ないケース怖槻しない学校が多
くなっている。
(2)東根市立小規模俊樹生化計画
山形県内で人口が糊目している自治体は，東根
市のみである。東根市は，県西部に位置し，山形
空港， JR山形新幹線，東北中央自動車道，国道
13号線そして仙台市と結ぶ国道48号線等があ
り交通インフラが充実している。加えて，自衛隊
駐屯地や工業団地や大型商業服南があり，村山地
方の中核都市として位置付いている。
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推定変動(破線市E似直紛
しかし，人口の増加は市の中央部に偏っており，
周辺部では減少している。児童数の推移からもこ
の傾向が裏付けられる。 22年度の児童数が，市の
中心にある神町小学校で8∞人台，東根中部小学
校で約750人と大規模校化していたことから，適
正規模化を図るべく， 23年度に，両校の学区を再
編し，大森小学校を菊敵した。大森小が開校した
23年度の児童数を基準値lとして，出生数をもと
に 31年度までの各枝の児童数の変化予測をグラ
フに示した(図的。増加が推定されるのは， 8校
中，神町小，大森小，東根中部小の市中心部にあ
る3校のみであり，他の学校はいずれも減少する
傾向にある。減少傾向の大きい長瀞小，東灘刷、，
高崎小は市の周辺に位置する学校である。このよ
うに，中心部と周辺部の学校の地域間格差が，年々
広がっていく傾向にある。
小規旗校のうち減少率が最も大きいのは長瀞小
学校だが，実児童数では高崎小学校の方が少ない
(図的。特に高崎小学校は，今後もこのままの割
合て世相柑ミ続くと， 29年には複式学級が出現する
ことが予測されている。
こうした状況を受けて，東根市教育委員会では，
24年度に小規模校淵主化計画策定委員会3)を立
ち上げた「東根市小規摸校活性化計画J(以下，計
画)を作成した。策定の目的を， r人口の減少に伴
い，東灘，高崎，小田島，長瀞地区の小学校は，
児童が減少する傾向を示しています。このことか
ら，このまま推移すれば，近い将来には複式学級
導入も想定されることになり，活力ある学校を維
持するための対策が喫緊の課題となっています。
(中略)以上の背景のもと，小規模校の特色ある学
校づくりや地域の学校支援体制の在り方等の検討
を行い，小規模校の魅力を高め，活性化を図るこ
とを目的とするものです。Jとして，統廃合によら
ないことを前提としている点が本許画の最大の特
徴といえる。
(3)小規摸特認校制度の導入
本市では，小規摸校の定義を，学校教育法施行
規則第41条に示された12学殺以上18学級以下を
標準として， 12学級以下で児童数100名未満かっ
複式学級の導入が想定される小学校としている。
25年時点での小規模校は，高崎小学校と長瀞小学
校になっているが，間もなく複式学級が想定され
る高崎小学校をモデル校として事業を展開する中
で検証を行い，その後，他の小規模校に拡大して
いく予定としている。
高崎小学校に小規摸特認校制度を導入すること
について，計画では， r児童生徒数の増減は，学校
が設置されている地域への定住人口によって大き
く影響されるものであります。このことから，先
行して地域振興対策を実指すべきでありますが，
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残念ながら短期間で児童数増加などの成果が現れ
るものでなく，長期的視点に立った取り組みが必
要です。そのため，当面予想される複式学級の回
避を図るためには，小規模特認校制度の活用を導
入します。」と述べている。
高崎小学校に小規模特認校制度を導入するに当
たっての基本的な考え方を，計画では以下のよう
に述べている。
①募集する児童数
各学年の児童数は20名程度を想定し，高崎地区
内の児童を除いた数を募集児童として， 27年度か
ら募集を始める許画である。 27年度の児童数は，
1年9名， 2年 13名， 3年7名， 4年 11名， 5 
年 10名， 6年9名となっており，それぞれ浮年と
も20との差の数を募集することになる。
②小規模特認校の通学区
高崎小学校並びに大規模小学校である東根小学
校区，東根中部小学校区，大森小学校区，神町小
学校区とする。
③通学の条件
ア学区外通学児童については， (市教委で)支援
策を検討する。
イ 原則として小学校卒業まて活学する。
ウ 高崎小学校の教育活動並びに地域活動に参加
することとする。
(4)保護者の意識
高崎小学校では， 26年1月に保護者(N=46)を対
象としたアンケート調査を実施している。結呆は，
以下の通りである。
現在の高崎小学校の児童数についての設問では，
57唱が「現状に不満はない」としているが， rもっ
と多い方がよい」と答えた保護者は41%である。
高崎小学校の現状についての設聞に対して，87唱
が「小規模校の特色を生かしたきめ細かな教育が
できる良い環境であるjと答えている。「小規模と
思うが現状でも特に問題はない」と答えたのが倒
で，大半が現状を受け入れている。「小規摸すぎて
良い教育環境とは言えないので何らかの対策が必
要としている」とするが7百いる。
複式学級に関する設問に対しては， 57覧が「複式
学級を極力導入しないようにすべきであるJと答
えたのに対し， r勢炭を考えればやむを得ないJと
しているのが39札「異学年交流キ蒙庭的な中で勉
強できるため複式学級を導入すべきであるJとい
う積極的な考えをもっ保護者も4いた。半数以上
11 
が導入に異論を唱えている。
他地区から通学を認めることについての設問で
は， r児童数増のために他地区からも通学を認める
べきである」という考えが7械を占めている。「他
地区児童ということで多少の不安もあるが認める
べきである」とする7唱を加えると， 85%の保讃者
が他地域からの受け入れについて認めていること
が分かる。このことは，極めて特徴的といえる。
多人数化することによって，子どもたちに担金性
が育成されることへの期待感の現れであろう。学
校の多人数化は，学校の活性化に繋がると共に，
ひいては地域の活性化にもなるという期待感も働
いていると考えられる。なお， r高崎地区内の児童
だけとすべき」との答えは， 18協であった。
さらに，結果から，現状に不満はないが複式は
避けるべきという意識が強いことも読み取れる。
複式学載が生じるのは，東根市で初めてというこ
ともあり， r複式学級は正直嫌な気がする。極力避
けたい。」という意見のように，保護者も複式学級
に対する回避意識が高い。確かに複式授業は，我
が国の学級制度から見ればイレギュラーな学級形
態といえる。極少人数のため多様な考えが出にく
く，時には思nれ合いになったり，競争心が乏しく
なったりするなどの課題がある。反面，間接指導
の時には自主的・協力的な学習態度が育成される，
上位学年と下位学年の交流による深化が期待され
るなどの利点、もある。異年齢集団による授業形態
がとれるのは，複式授業だけである。我が固では
同年齢集団によって学級が構成されていることが
当然のように受け止められているが，家族も会社
等の企業体も大半が異年齢集団からなっており，
学校以外に同年齢集団で構成される組織体は殆ど
見ない。学級構成が同年断位されたのは，教育の
効率性を求めた結果であり，非効率的といえる複
式学級が回避される所以であるといえる。まして
や複式学級で指導を受けた経験のない保護者にと
って，我が子に複式授業を受けさせようとは考え
ないであろう。こうした点が，複式回避意識の根
底となっていると思われる。
(5)特色ある学校運営
東根市では，小学校を地域コミュ=ティの拠点、
まちづくりのエンジンでもあると捉え，小学校の
活性化により地域の振興を図るという現念のもと，
高崎地区から小学校をなくさぬようにするため，
小規模ザ品校制度を取り入れることにした。小規
模特認校の成否は，高崎小学校の良さを生かした
特色ある学校運営が，他地区の児童にいかに受け
入れられるかが鍵となってくる。
前述のアンケートで，新たな特色ある学校とす
るための取り組みついても質問をしている。その
結果，外国語活動の充実(22%)，学力の向上(19%)，
体力づくりやスポーツ(1部，)，自然体験弓喋境教育
(14%)等の回答があった。また，放課後対策の取り
組み内容についての質問では，専門指導員による
スポーツ教室などの実施要望が 37%と最も多く，
次いで英会話や基礎学習などの要望が 33%であ
った。「高崎小に通えば学力がつく。いじめもなしL
というイメージがPRになる。J(自由記入〉という
意見のように，保護者は，学力向上や外国語活動
及びスポーツ面の充実への期待が大きいことが分
かる。反面， 1.今までやってきた良い点を無くさな
いでほしし九学力ばかりに日を向けると，のびの
びした活動がやりにくいのではないか。」という学
力向上への偏りを馳合する意見も見られた。
こうした保護者の意見を参考にしながら，実施
に向けて打ち出された特色ある学校経営は，二つ
ある。一つは，学校が主体となって取り組む授業
改善である。少人数授業のメりットを生かした授
業，異学年交流，外国語活動の充実など取り組ま
れている。二つ目が，地域が主体となって取り組
むアフタースクールの開設である。主~Rl後や士曜
日などに地域住民や大学生などのボランティアの
協力を得て実施されるもので，学習系と体験系を
設定している。学習系は大学生のボランティアで，
体験系は地域民で構成される高崎地区制主化研究
会が取り組むこととしている。これらの取り組み
は， 26年 10月から始めており，アフタースクー
ルについては，全舵尼童が希望して参加している。
終了時刻や帰宅時の安全確保等に課題はあるが，
対象学区の保護者や児童を対象にオープンスクー
ノレ(学校説明会)が聞かれ，複数の保護者が参加し
ている。 27年4月に学区外からの入転学者数が判
明するが，教育効果としての成否を見極めるには
数年が必要となる。
4 考察
これまで述べてきたとおり，学校の統廃合は，
現主も衝すしている。しかし，統廃合を行ったと
しても，必ずしもいわゆる適正規模の学校ができ
るとは言い切れない。山形県でも， 26年度で，通
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常学級が 12に満たない小学校が， 7割強を占めて
いる。中でも，小学校1校だけとなった自治体も
複数ある。こうした自治体の人口減少がさらに進
めば，ますます適正規模の維持は困難となること
が予測される。地区から小学校が無くなることで，
ますます過疎化や高齢化が加速されるという悪循
環に陥ってしまう。 1自治体1小学校でさらに児
童数が話相Pした場合，学校の適E規模を維持しよ
うとすすもば，隣接の自治体と一緒になった組合立
学校を設立するなどの対策を講じなければならな
くなる。これ出品疎化に拍車をかける制兄が生み
出されてしまうことになる。地域の活性化という
観点に立てば，学校の統廃合も限界に来ていると
いえよう。
地域にとって小学校は，児童を教育するための
施設に止まらない。地区民のコミュニティの場で
もあり，子どものいる 30代40代の暮らしの拠点
にもなっている。このように学校の存在は，いわ
ば地域の存在を保障するものとなっているといっ
て過言ではなし九東根市は，統廃合による教育の
効率化より，地域の情性化のための学校の存続を
選択したことになる。
しかし、教育水準の保持という観長で見れば，
必ずしも小規模校が適しているとは言えない。現
在の我が国の教育制度に照らし合わせれば，より
高次の教育効果を求めるには，多人数学習ができ
る環境の確保，複数教員の配置による多様な学習
形態，施設設備の充実等が必要となってくる。統
廃合により新設された学校の施設設備には，目を
見張るものが多く，これまでにない学習効果が期
待される。
多くの場合、統屍合は，効率性を求める観怠か
ら，教育委員会新子政側からの提案によって進め
られる。地域住民と値踏を生じているケースも見
られるが，児童数の減少率が大きい学校等では喫
緊の課題となっている。本稿では，統廃合の実態
と小規摸特認校制度の導入のように統廃合によら
ない事例を紹介した。これから統廃合を検討しよ
うとする地域にとって，こうした事例は，大いに
参考になるものと恩われる。最適な教育効果をど
うすすLば子どもに与えられるのか，そして，学校
の存廃が地域の将来にどのような影響を与えるの
れ統廃合のもたらすメリットやデメリットにつ
いて，地域住民と行政が十分に意思蹴車をしなが
ら進めていくことが肝要となってくる。
注
1)平成21年7月6日に行われた中央教育審議会
初等・中等教育分科会(第節回)での配付資料
「小・中学校の適正配置に関する主な意見等の
整理lに記載されている。
2)山形県教育委員会では，毎年5月1日現在での
学校数，学級数，児童生徒数，教員数等の詳細な
数値をHP上で公表している。
http://www.pref.yru回gata.jp/bunkyo/kyoiku/
sho/7700oo1g北komeikan.html (最終閲覧日
2014.12.21) 
3)行政・学校.PTA・地区代表などの10名の構成員
からなる委員会を立ち上げ，筆者が委員長に互
選され，東根市小規模校活性化許画が策定され
た。
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